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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第44期

中間連結会計期間
第45期

中間連結会計期間
第44期

会計期間
自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2024年４月１日
至 2024年９月30日

自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

売上高 （千円） 23,285,531 26,918,563 52,065,835

経常利益 （千円） 1,878,456 2,241,906 5,773,124

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 1,535,794 1,578,145 4,014,810

中間包括利益又は包括利益 （千円） 2,895,181 1,614,690 6,493,681

純資産額 （千円） 43,323,464 48,067,502 46,791,674

総資産額 （千円） 63,812,000 70,098,895 68,043,741

１株当たり中間（当期）純利益金

額
（円） 117.88 121.13 308.15

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 67.9 68.6 68.8

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,577,475 4,485,880 3,819,874

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,522,984 △1,437,053 △2,417,382

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △729,424 410,389 △212,607

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 11,143,145 16,697,248 13,210,275

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

関連会社である阪南ビジネス株式会社は、2024年11月20日付で当社の持分法非適用の非連結子会社となり、寺崎

ビジネス株式会社へ商号を変更する予定です。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等の

リスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

（1）経営成績に関する説明

当中間連結会計期間における世界経済は、中東地域をめぐる情勢の緊迫化などの地政学リスクの高まり、中

国における不動産市場の停滞などにより、先行きが不透明な状況が続いたものの、金融引き締めの緩和などに

より、緩やかな回復となりました。

米国では、雇用環境は減速しているものの、底堅い個人消費に加え、金融引き締めが緩和されたことによ

り、景気は堅調に推移しました。欧州の主要国及び英国では、ドイツを中心とした製造業の不振が下押し圧力

となったものの、インフレ圧力の緩和により個人消費に持ち直しがみられ、景気は回復基調となりました。中

国においては、不動産市場の停滞している中、政府の経済対策による下支えがあったものの、景気は低調に推

移しました。

わが国においては、インバウンド需要や好調な企業業績を背景に、景気は回復基調であるものの、中東地域

をめぐる情勢や金融政策の変動等により、先行き不透明な状況が続きました。

当社グループを取り巻く経済環境は、国内において、地政学リスクの高まりを背景とした生産拠点の国内回

帰の後押しもあり、高水準の企業収益を原資とした設備投資が堅調に推移しました。海外においては、一部の

地域で設備投資に鈍化がみられるものの、脱炭素社会に向けた投資、ＤＸ化や省人化を目的とした投資等は継

続しており、堅調に推移しました。当社の主要顧客である造船業界においては、海上輸送の脱炭素実現に向け

た次世代燃料船の需要が継続していることに加え、中国における船舶建造能力の増強もあり、手持ち工事量を

大きく伸ばしました。一方、銅をはじめとする原材料価格が高止まりしており、製品コストへの影響が出始め

ています。

このような状況のもと、当中間連結会計期間の売上高は、堅調に推移する造船市況を背景に船舶用システム

製品（船舶用配電制御システム等）が増加したことにより、26,918百万円と前年同期比15.6％の増加となりま

した。営業利益は、原材料価格の高騰や人件費上昇等による影響があったものの、売上高の増加に加え為替が

前年同期に比べ円安水準で推移したことにより2,245百万円と前年同期比67.5％の増益、経常利益は2,241百万

円と前年同期比19.3％の増益となりました。親会社株主に帰属する中間純利益は1,578百万円と前年同期比

2.8％の増益となりました。

製品別の売上高は、システム製品（配電制御システム等）が14,896百万円と前年同期比27.6％の増加、機器

製品（低圧遮断器等）が12,022百万円と前年同期比3.6％の増加となりました。

システム製品の受注高は、船舶用システム製品の受注が大幅に増加したことにより、前年同期を68.9％上回

る28,596百万円となりました。その結果、受注残高は前連結会計年度末より13,700百万円増加し、50,478百万

円となりました。

なお、機器製品は、計画生産を行っているため、上記受注高、受注残高には含めておりません。

 

当中間連結会計期間におけるセグメント別の経営成績は以下のとおりです。

 

「日本」

船舶用システム製品の売上は、陸電供給システムが減少したものの、コンテナ船及びＬＮＧ運搬船向け等が

増加したことにより、前年同期と比べ大幅に増加しました。

産業用システム製品の売上は、国内におけるグリーンエネルギー関連の発電プラント向けが低調に推移した

ことにより、前年同期と比べ若干減少しました。

メディカルデバイスの売上は、医療機器の新規設備投資が低調に推移したこと及び臨床検査機器の納期移動

により、前年同期と比べ若干減少しました。

エンジニアリング及びライフサイクルサービスの売上は、国内鉄道関連施設のエンジニアリング案件が増加

したことにより、前年同期と比べ増加しました。

以上により、システム製品全体の売上は前年同期と比べ増加しました。
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機器製品の売上は、海外において欧州向けが堅調に推移したものの、国内において在庫調整の影響が継続し

たこと等により、前年同期と比べ減少しました。

その結果、当セグメントの売上高は12,533百万円と前年同期比5.4％の増加、セグメント利益は1,551百万円

と前年同期比26.9％の増益となりました。

「アジア」

船舶用システム製品の売上は、ＬＮＧ運搬船をはじめ、いずれの船種向けも好調に推移したことから、前年

同期と比べ大幅に増加しました。

エンジニアリング及びライフサイクルサービスの売上は、船舶向けの換装工事が増加したことから、前年同

期と比べ増加しました。

機器製品の売上は、中国舶用市場及びシンガポール国内向けで堅調に推移したことに加え、マレーシア国内

向けが増加したことにより、前年同期と比べ増加しました。

その結果、当セグメントの売上高は10,597百万円と前年同期比39.1％の増加、セグメント利益は1,004百万円

と前年同期比113.9％の増益となりました。

「ヨーロッパ」

機器製品の売上は、欧州向けの一部及び中近東向けにおいて低調に推移したことにより、前年同期と比べ若

干減少しました。

エンジニアリング及びライフサイクルサービスの売上は、船舶向けブレーカの更新工事が堅調に推移したこ

とにより、前年同期と比べ増加しました。

その結果、当セグメントの売上高は3,787百万円と前年同期比0.3％の増加、セグメント利益は300百万円と前

年同期比46.4％の増益となりました。

 

（2）財政状態の分析

当中間連結会計期間末における財政状態は、資産の部では、受取手形、売掛金及び契約資産が前期末比2,285

百万円減少した一方、現金及び預金が前期末比3,486百万円及び棚卸資産が前期末比582百万円それぞれ増加した

こと等により、流動資産は前期末比1,554百万円増加し、49,935百万円となりました。固定資産では、投資有価

証券が前期末比168百万円減少した一方、有形固定資産が前期末比623百万円増加したこと等により、前期末比

500百万円増加し、20,163百万円となりました。

その結果、資産合計は前期末比2,055百万円増加し、70,098百万円となりました。

負債の部では、未払法人税等が前期末比531百万円減少した一方、支払手形及び買掛金が前期末比394百万円、

未払費用が前期末比173百万円、１年内返済予定の長期借入金が前期末比324百万円それぞれ増加したこと等によ

り、流動負債は前期末比433百万円増加し、15,734百万円となりました。固定負債では、長期借入金が前期末比

539百万円増加したこと等により、前期末比346百万円増加し、6,296百万円となりました。

その結果、負債合計は前期末比779百万円増加し、22,031百万円となりました。

純資産の部では、為替換算調整勘定が前期末比312百万円増加し、加えて、親会社株主に帰属する中間純利益

1,578百万円の計上により利益剰余金が1,239百万円増加したこと等から、純資産合計は前期末比1,275百万円増

加し、48,067百万円となりました。
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（3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

3,486百万円増加し、当中間連結会計期間末には16,697百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は4,485百万円（前年同期は1,577百万円の収入）となりました。これは、主に税

金等調整前中間純利益2,249百万円、売上債権の減少による収入2,421百万円、棚卸資産の増加による支出491百

万円、法人税等の支払による支出1,169百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は1,437百万円（前年同期は1,522百万円の支出）となりました。これは、主に有

形固定資産の取得による支出1,313百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は410百万円（前年同期は729百万円の支出）となりました。これは、主に長期借

入れによる収入1,300百万円、長期借入金の返済による支出437百万円及び配当金の支払額338百万円等によるも

のであります。

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更はありません。

（5）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、390百万円であります。なお、当中間連

結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（6）主要な設備

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

EDINET提出書類

寺崎電気産業株式会社(E01764)

半期報告書

 5/22



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 52,000,000

計 52,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月13日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 13,030,000 13,030,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 13,030,000 13,030,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 13,030,000 － 1,236,640 － 2,244,650
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社寺崎 大阪市淀川区西宮原一丁目８-29 2,200,600 16.89

寺崎泰造 大阪市阿倍野区 1,143,480 8.77

テラサキトラスト株式会社 大阪市淀川区西宮原一丁目８-29 866,000 6.64

荒巻かおり 東京都目黒区 738,100 5.66

寺崎雄造 兵庫県西宮市 677,400 5.19

株式会社芳山社 大阪市淀川区西宮原一丁目８-29 653,600 5.01

テラサキ共栄会 大阪市平野区加美東六丁目13-47 530,700 4.07

テラサキ従業員持株会 大阪市平野区加美東六丁目13-47 525,592 4.03

有限会社アーク 大阪市淀川区西宮原一丁目８-29 400,000 3.07

清原達郎 東京都港区 390,000 2.99

計 － 8,125,472 62.36
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,025,200 130,252

権利内容になんら限定

の無い当社における標

準となる株式

単元未満株式 普通株式 3,700 － －

発行済株式総数  13,030,000 － －

総株主の議決権  － 130,252 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式17株が含まれております。

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

寺崎電気産業㈱
大阪市平野区加美東

六丁目13番47号
1,100 － 1,100 0.00

計 － 1,100 － 1,100 0.00

（注）単元未満株式17株は自己名義所有株式数に含まれておりません。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,210,275 16,697,248

受取手形、売掛金及び契約資産 16,066,705 13,781,152

商品及び製品 7,009,553 7,516,766

仕掛品 6,106,655 6,106,201

原材料及び貯蔵品 3,675,441 3,750,998

その他 2,478,711 2,257,775

貸倒引当金 △165,790 △174,267

流動資産合計 48,381,552 49,935,874

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 10,493,817 10,595,931

減価償却累計額 △5,535,062 △5,759,983

建物及び構築物（純額） 4,958,755 4,835,947

機械装置及び運搬具 9,098,428 9,534,234

減価償却累計額 △7,339,367 △7,775,251

機械装置及び運搬具（純額） 1,759,060 1,758,982

工具、器具及び備品 8,967,989 9,182,250

減価償却累計額 △8,380,223 △8,578,577

工具、器具及び備品（純額） 587,765 603,673

土地 2,701,249 2,701,660

リース資産 2,278,891 2,408,290

減価償却累計額 △737,168 △866,161

リース資産（純額） 1,541,723 1,542,129

建設仮勘定 856,543 1,585,753

有形固定資産合計 12,405,097 13,028,146

無形固定資産   

その他 126,036 164,914

無形固定資産合計 126,036 164,914

投資その他の資産   

投資有価証券 956,408 788,351

退職給付に係る資産 5,447,803 5,431,586

繰延税金資産 459,104 427,163

その他 399,282 454,401

貸倒引当金 △131,544 △131,544

投資その他の資産合計 7,131,054 6,969,959

固定資産合計 19,662,188 20,163,020

資産合計 68,043,741 70,098,895
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,570,707 4,965,323

電子記録債務 4,149,146 4,073,454

短期借入金 480,000 480,000

１年内返済予定の長期借入金 874,000 1,198,000

未払法人税等 1,039,110 507,573

未払費用 2,196,788 2,370,193

製品保証引当金 123,094 124,159

その他 1,868,860 2,016,142

流動負債合計 15,301,707 15,734,846

固定負債   

長期借入金 1,938,500 2,477,500

繰延税金負債 1,828,672 1,683,359

退職給付に係る負債 491,998 443,910

その他 1,691,187 1,691,776

固定負債合計 5,950,358 6,296,546

負債合計 21,252,066 22,031,393

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,236,640 1,236,640

資本剰余金 2,244,650 2,244,650

利益剰余金 36,586,037 37,825,431

自己株式 △1,513 △1,624

株主資本合計 40,065,814 41,305,096

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 578,411 461,487

為替換算調整勘定 4,149,914 4,462,405

退職給付に係る調整累計額 1,997,534 1,838,512

その他の包括利益累計額合計 6,725,860 6,762,405

純資産合計 46,791,674 48,067,502

負債純資産合計 68,043,741 70,098,895
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 23,285,531 26,918,563

売上原価 17,092,604 19,441,461

売上総利益 6,192,926 7,477,102

販売費及び一般管理費 ※ 4,852,685 ※ 5,231,663

営業利益 1,340,241 2,245,439

営業外収益   

受取利息 80,221 100,172

受取配当金 13,438 11,509

為替差益 636,165 －

デリバティブ評価益 － 49,981

その他 81,024 41,368

営業外収益合計 810,849 203,031

営業外費用   

支払利息 44,017 46,223

為替差損 － 159,855

デリバティブ評価損 228,253 －

その他 363 485

営業外費用合計 272,634 206,564

経常利益 1,878,456 2,241,906

特別利益   

固定資産売却益 6,082 7,576

その他 592 －

特別利益合計 6,674 7,576

特別損失   

固定資産売却損 － 234

固定資産除却損 5,582 191

特別損失合計 5,582 426

税金等調整前中間純利益 1,879,548 2,249,057

法人税、住民税及び事業税 491,920 666,738

法人税等調整額 △148,239 4,173

法人税等合計 343,681 670,911

中間純利益 1,535,867 1,578,145

非支配株主に帰属する中間純利益 73 －

親会社株主に帰属する中間純利益 1,535,794 1,578,145
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 1,535,867 1,578,145

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 163,610 △116,924

為替換算調整勘定 1,370,845 312,491

退職給付に係る調整額 △175,141 △159,021

その他の包括利益合計 1,359,314 36,545

中間包括利益 2,895,181 1,614,690

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 2,895,108 1,614,690

非支配株主に係る中間包括利益 73 －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,879,548 2,249,057

減価償却費 686,102 775,708

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 11,601 △48,476

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △229,909 △212,497

引当金の増減額（△は減少） △18,025 7,157

受取利息及び受取配当金 △93,659 △111,681

支払利息 44,017 46,223

デリバティブ評価損益（△は益） 228,253 △49,981

為替差損益（△は益） 244,660 4,480

有形固定資産売却損益（△は益） △6,082 △7,341

売上債権の増減額（△は増加） △51,277 2,421,350

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,123,228 △491,648

仕入債務の増減額（△は減少） 863,436 323,755

その他 605,536 685,480

小計 2,040,972 5,591,585

利息及び配当金の受取額 93,659 111,681

利息の支払額 △43,731 △47,927

法人税等の支払額 △513,425 △1,169,458

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,577,475 4,485,880

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △3,725 △368

有形固定資産の取得による支出 △1,511,991 △1,313,776

有形固定資産の売却による収入 9,478 6,756

その他 △16,746 △129,665

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,522,984 △1,437,053

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 910,000 910,000

短期借入金の返済による支出 △910,000 △910,000

長期借入れによる収入 － 1,300,000

長期借入金の返済による支出 △437,000 △437,000

リース債務の返済による支出 △90,836 △113,747

配当金の支払額 △156,347 △338,752

自己株式の取得による支出 △80 △110

非支配株主への配当金の支払額 △45,159 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △729,424 410,389

現金及び現金同等物に係る換算差額 460,899 27,755

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △214,034 3,486,973

現金及び現金同等物の期首残高 11,357,179 13,210,275

現金及び現金同等物の中間期末残高 11,143,145 16,697,248
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後

の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間の

中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。
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（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

従業員給料及び手当 1,596,508千円 1,768,467千円

貸倒引当金繰入額 △18,025 4,688

退職給付費用 △60,023 △45,629

研究開発費 345,902 390,011

減価償却費 201,566 213,072

荷造・運賃費 445,309 434,770

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１、配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月15日

取締役会
普通株式 156,347 12 2023年３月31日 2023年６月14日 利益剰余金

２、基準日が中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間の末日後となる

もの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月13日

取締役会
普通株式 130,289 10 2023年９月30日 2023年12月６日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１、配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月15日

取締役会
普通株式 338,752 26 2024年３月31日 2024年６月12日 利益剰余金

２、基準日が中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間の末日後となる

もの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月13日

取締役会
普通株式 130,288 10 2024年９月30日 2024年12月６日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自 2023年４月１日 至 2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

   （単位：千円）

 日本 アジア ヨーロッパ 合計

売上高     

顧客との契約から生じる収益 11,890,507 7,619,990 3,775,033 23,285,531

外部顧客への売上高 11,890,507 7,619,990 3,775,033 23,285,531

セグメント間の内部売上高又
は振替高

3,946,824 2,444,686 8,351 6,399,862

計 15,837,331 10,064,677 3,783,384 29,685,393

セグメント利益 1,222,230 469,464 205,362 1,897,057

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,897,057

セグメント間取引消去 13,195

全社費用（注） △570,010

中間連結損益計算書の営業利益 1,340,241

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

   （単位：千円）

 日本 アジア ヨーロッパ 合計

売上高     

顧客との契約から生じる収益 12,533,374 10,597,638 3,787,551 26,918,563

外部顧客への売上高 12,533,374 10,597,638 3,787,551 26,918,563

セグメント間の内部売上高又
は振替高

4,435,043 2,562,059 12,090 7,009,193

計 16,968,417 13,159,697 3,799,642 33,927,757

セグメント利益 1,551,545 1,004,325 300,685 2,856,556

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 2,856,556

セグメント間取引消去 △43,433

全社費用（注） △567,683

中間連結損益計算書の営業利益 2,245,439

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

 

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 117円88銭 121円13銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額

（千円）
1,535,794 1,578,145

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益金額（千円）
1,535,794 1,578,145

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,028 13,028

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

2024年５月15日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………338,752千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………26円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年６月12日

（注） 2024年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。

 

2024年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………130,288千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年12月６日

（注） 2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月12日

寺崎電気産業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大橋　盛子

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 飴本　拓真

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている寺崎電気産業株

式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、寺崎電気産業株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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